
　
2026年２月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

2025年７月15日

上場会社名 株式会社ビザスク 上場取引所  東

コード番号 4490 ＵＲＬ  http://visasq.co.jp/

代表者 （役職名）代表取締役ＣＥＯ （氏名）端羽　英子

問合せ先責任者 （役職名）執行役員ＣＦＯ （氏名）小風　守 ＴＥＬ  050-3733-8513

配当支払開始予定日 －

決算補足説明資料作成の有無：有（会社HPに記載）

決算説明会開催の有無      ：有（機関投資家、アナリスト向け）

（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 2,446 △3.0 279 △27.4 299 △21.0 81 34.9

2025年２月期第１四半期 2,520 18.1 385 － 378 － 60 －

（注）包括利益 2026年２月期第１四半期 56百万円（△53.4％） 2025年２月期第１四半期 121百万円（－％）

調整後EBITDA
１株当たり

四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

2026年２月期第１四半期 216 △34.7 1.57 1.56

2025年２月期第１四半期 332 116.4 △0.72 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 6,932 929 12.4

2025年２月期 7,510 865 10.6

（参考）自己資本 2026年２月期第１四半期 858百万円 2025年２月期 795百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年２月期 －

2026年２月期（予想） 0.00 － 0.00 0.00

（％表示は、対前期増減率）

取扱高 営業収益 調整後EBITDA 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 15,700 9.5 10,667 9.1 880 △15.7 1,030 △16.1 1,035 △14.5 480 0.6 51.90

１．2026年２月期第１四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年５月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式

（非上場）の配当の状況については、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年２月期１Ｑ 9,253,500株 2025年２月期 9,247,500株

②  期末自己株式数 2026年２月期１Ｑ 75株 2025年２月期 75株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期１Ｑ 9,252,382株 2025年２月期１Ｑ 9,220,268株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  除外  －社

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（５）指標の算式

　　　調整後EBITDA：営業利益＋減価償却費＋株式報酬費用－Coleman社ソフトウエア開発費に関する減損損失

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注

意事項等については、2025年4月11日に開示した「2025年２月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の添付資料「１．

経営成績等の概況　（４）今後の見通し」などの将来予測情報に関する説明をご覧ください。



A種種類株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年２月期 －

2026年２月期（予想） 0.00 － 0.00 0.00

B種種類株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年２月期 －

2026年２月期（予想） 0.00 － 0.00 0.00

補足資料

種類株式の配当の状況

　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、米国の通商政策の影響による企業収益等への影響の見通しを

注視する局面にあるものの、依然として設備投資や経済環境は安定しており、また、人手不足への対応もあり、デ

ジタル化・省人化投資が見込まれています。

　このような状況の下、当第１四半期連結累計期間における知見プラットフォーム事業の業績は以下の通り推移し

ております。

　ナレッジプラットフォーム事業（国内における事業会社を主要顧客とする事業領域）は、前年同期間対比で取扱

高+0%、営業収益+4%の成長となりました。様々なプロダクトを顧客に提案・提供できるよう組織体制を見直したこ

とや、既存顧客内の需要を掘り起こす取り組みを進めております。

　Global ENS 日本事業（国内におけるコンサルティング・ファーム、金融機関等を主要顧客層とする事業領域）

は、前年同期間対比で取扱高+2%、営業収益+4%の成長となりました。主要顧客であるコンサルティング・ファーム

等からの需要に基づき国内外エキスパートのマッチングが増加しております。また、グローバルで共通したプラッ

トフォームへ取引の移管を進めており、グローバルな案件・エキスパート情報等のデータベースの活用や、AI活用

による生産性向上、コンプライアンス水準の強化による更なる競争優位性の確保等を進めております。

　Global ENS 海外事業（海外におけるコンサルティング・ファーム、金融機関等を主要顧客層とする事業領域）

は、前年同期間対比で取扱高成長率△11%となりました。米国における金融・通商政策など外部環境面は不透明な

状況が継続しておりますが、AI活用の推進等を通じた収益性回復を目指しております。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末時点で登録者数は73万人超、取扱高（※１）3,588百万円となりまし

た。

　また、当第１四半期連結累計期間における営業収益は2,446,427千円（前年同期比3.0％減）、営業利益279,952

千円（前年同期比27.4％減）、経常利益299,171千円（前年同期比21.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益81,697千円（前年同期比34.9％増）、調整後EBITDA（※２）は216,047千円（前年同期比34.7％減）となりまし

た。

　なお、当社グループは知見プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略して

おります。

（※１）取扱高：当社の知見プラットフォーム事業において当社が顧客から得た対価（知見提供取引毎に顧客と合

意した値引控除前の数値であり、アドバイザーへの謝礼を含みます）の合計

（※２）調整後EBITDA：営業利益＋減価償却費＋株式報酬費用－Coleman社ソフトウエア開発費に関する減損損失

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は6,932,113千円となり、前連結会計年度末に比べ578,504千円減

少いたしました。これは主に、売掛金及び契約資産が606,178千円減少したことによるものであります。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は6,002,288千円となり、前連結会計年度末に比べ642,833千円減

少いたしました。これは主に、賞与引当金が307,225千円、契約負債が187,415千円及び長期借入金が124,937千円

減少したことによるものであります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は929,825千円となり、前連結会計年度末より64,328千円増加

いたしました。これは主に、当第１四半期連結累計期間に親会社株主に帰属する四半期純利益81,697千円を計上し

たことによるものであります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,595,421 4,660,952

売掛金及び契約資産 2,249,692 1,643,513

その他 319,039 264,122

貸倒引当金 △10,613 △12,015

流動資産合計 7,153,539 6,556,572

固定資産

有形固定資産 29,528 103,797

投資その他の資産 327,550 271,743

固定資産合計 357,079 375,541

資産合計 7,510,618 6,932,113

負債の部

流動負債

買掛金 299,524 228,011

１年内返済予定の長期借入金 499,750 499,750

未払金 458,984 456,224

リース債務 30,232 28,868

未払法人税等 103,302 117,395

契約負債 2,033,257 1,845,842

賞与引当金 471,213 163,987

その他 260,259 313,024

流動負債合計 4,156,524 3,653,105

固定負債

長期借入金 2,373,812 2,248,875

リース債務 78,485 66,758

繰延税金負債 6,049 6,049

その他 30,250 27,500

固定負債合計 2,488,597 2,349,183

負債合計 6,645,121 6,002,288

純資産の部

株主資本

資本金 479,187 482,541

資本剰余金 9,243,970 9,247,324

利益剰余金 △12,275,917 △12,194,220

自己株式 △278 △278

株主資本合計 △2,553,038 △2,464,633

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 3,348,310 3,323,226

その他の包括利益累計額合計 3,348,310 3,323,226

新株予約権 70,224 71,232

純資産合計 865,496 929,825

負債純資産合計 7,510,618 6,932,113

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年５月31日)

営業収益 2,520,976 2,446,427

営業費用

役員報酬 16,036 7,247

給料及び手当 1,000,735 1,029,786

賞与引当金繰入額 176,872 156,451

支払報酬 106,426 87,303

その他 835,315 885,686

営業費用合計 2,135,386 2,166,475

営業利益 385,589 279,952

営業外収益

受取利息 8 1,410

受取家賃 6,507 9,165

補助金収入 334 －

受取還付金 36,286 221

為替差益 － 23,367

その他 3,058 3,015

営業外収益合計 46,194 37,181

営業外費用

支払利息 9,512 14,039

為替差損 2,549 －

売上税返還損失 41,048 －

その他 － 3,923

営業外費用合計 53,110 17,962

経常利益 378,674 299,171

特別損失

減損損失 195,444 76,014

その他 0 520

特別損失合計 195,444 76,535

税金等調整前四半期純利益 183,230 222,635

法人税、住民税及び事業税 50,760 65,158

法人税等調整額 71,927 75,780

法人税等合計 122,688 140,938

四半期純利益 60,542 81,697

親会社株主に帰属する四半期純利益 60,542 81,697

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年５月31日)

四半期純利益 60,542 81,697

その他の包括利益

為替換算調整勘定 60,963 △25,084

その他の包括利益合計 60,963 △25,084

四半期包括利益 121,505 56,612

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 121,505 56,612

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項）

　四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。

日本 米国 合計

1,375,635 1,145,340 2,520,976

日本 米国 合計

362,081 23,507 385,589

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

　当社グループは、知見プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

　当社グループは、知見プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

前第１四半期連結累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

（単位：千円）

（注）１．営業収益は、顧客と契約している当社グループ法人の所在地を基礎とし、国又は地域に分類し

ております。以下、(2)も同様であります。なお、「米国」にはColeman Research Group, 

Inc.が分類されております。

２．なお、上記営業収益はすべて「顧客との契約から生じる収益」であり、その他の収益はあり

ません。

（2）営業利益

（単位：千円）

（3）減損損失

Coleman Research Group, Inc.が保有している固定資産について、収益性が低下しているため、回

収可能価額をゼロとして、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては195,444千円であります。

- 6 -

株式会社ビザスク（4490）　2026年2月期　第1四半期決算短信



日本 米国 合計

1,422,695 1,023,732 2,446,427

日本 米国 合計

246,255 33,696 279,952

当第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

（単位：千円）

（注）１．営業収益は、顧客と契約している当社グループ法人の所在地を基礎とし、国又は地域に分類し

ております。以下、(2)も同様であります。なお、「米国」にはColeman Research Group, 

Inc.が分類されております。

２．なお、上記営業収益はすべて「顧客との契約から生じる収益」であり、その他の収益はあり

ません。

（2）営業利益

（単位：千円）

（3）減損損失

Coleman Research Group, Inc.が保有している固定資産について、収益性が低下しているため、回

収可能価額をゼロとして、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては76,014千円であります。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表に関する注記）

※　財務制限条項

前連結会計年度（2025年２月28日）

　当社は取引銀行と長期借入金契約を締結しております。この契約には、下記の財務制限条項が付されて

おります。当該財務制限条項に抵触した場合は、期限の利益を失うこととされております。なお、当該財

務制限条項の対象となる借入金の金額は、１年内返済予定長期借入金499,750千円、長期借入金2,373,812

千円であります。

(a)2022年２月末日に終了する本決算期及びそれ以降の各本決算期における借入人の連結ベースの貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額を、直近の本決算期における借入人の連結ベースの貸借対照

表に記載される純資産の部の合計金額の65％以上に維持すること。

(b)2022年２月末日に終了する本決算期及びそれ以降の各本決算期における借入人の連結ベースでの営業

損益（但し、本買収により発生するのれん償却費又は本買収関連費用若しくは本貸付関連費用が、営

業損益の算定において控除されている場合は、足し戻すことができる。）が赤字とならないこと。

当第１四半期連結会計期間（2025年５月31日）

　当社は取引銀行と長期借入金契約を締結しております。この契約には、下記の財務制限条項が付されて

おります。当該財務制限条項に抵触した場合は、期限の利益を失うこととされております。なお、当該財

務制限条項の対象となる借入金の金額は、１年内返済予定長期借入金499,750千円、長期借入金2,248,875

千円であります。

(a)2022年２月末日に終了する本決算期及びそれ以降の各本決算期における借入人の連結ベースの貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額を、直近の本決算期における借入人の連結ベースの貸借対照

表に記載される純資産の部の合計金額の65％以上に維持すること。

(b)2022年２月末日に終了する本決算期及びそれ以降の各本決算期における借入人の連結ベースでの営業

損益（但し、本買収により発生するのれん償却費又は本買収関連費用若しくは本貸付関連費用が、営

業損益の算定において控除されている場合は、足し戻すことができる。）が赤字とならないこと。

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年３月１日

至　2024年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

減価償却費 4,826千円 2,536千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月15日

株 式 会 社 ビ ザ ス ク

取 締 役 会 　 御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 滝 沢 　 勝 己

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 粂 井 　 祐 介

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ビザスクの2025年３月１日から2026年２月28

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年３月１日から2025年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期

間（2025年３月１日から2025年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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